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2019年4月1日付で、部門横断的な社内カンパニーを設立 

「未来共創カンパニー」とは 
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お客様と共に理想のサービス、 
未来を創り続ける 

デジタルを含めたイノベーションを活用し、 
我々のコア・サービスを飛躍的に拡大し、 

今以上のお客様に届けていく 

VISION 

MISSION 

イノベーション・ラボ 

デジタル・オフィス、金融工学研究センター 
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オンライン口座 オンライン口座預り資産(右軸) 

当社オンライン口座の預り資産は業界首位1 

未来共創カンパニー設立の背景： 
「野村のオンライン・サービス」の認知度が低い 

1. 2018年12月末現在、出所：各社ホームページより当社作成 2 

(千口座) (兆円) 

残あり顧客口座数 総口座数 

5,354 

しかし、オンライン上における当社の存在感は薄い 

敷居が高い 
使い勝手が悪い 

手数料が高い 

インターネット証券の伸長 

他業種からの参入 

フィンテック企業の勃興 

＜当社のイメージ＞ 



未来共創カンパニーの今後の施策 
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顧客基盤の活用・拡大 

既存サービスのオンライン化 

社内外の技術の活用 

リサーチ情報・コンテンツ等のデジタル化 

1 

2 

3 

4 

野村グループ一体となった 

デジタル及びオンライン・ 

ブランド戦略の確立 



対象とする顧客層のイメージ 

顧客基盤の活用・拡大 
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超富裕層 + 法人 

富裕層 

マス 
アフルエント 

マスリテール 

A 対面で対応しているお客様 

A 

B 

B 

D 

C 

D 顧客基盤拡大 

C 

1 

対面で対応できていないお客様 

新規のお客様 

 対面サービスで培ったノウハウの活用やオンライン上で収集
する顧客ニーズを踏まえ、最適かつ有効なサービスを提供 

 デジタルとコンタクトセンターを含む、ハイブリッド・サービスで
お客様との最適な接点を創出 

 オンライン上で展開する商品・サービスの拡大 

プラットフォーマーとの連携 

     で蓄積する知見・ノウハウを、新しい顧客層にも同時に    
 展開 
B 

 金融・非金融プラットフォーマーとの連携を通じた新しい顧客層
へのアプローチ 

A 

既存のお客様 

535万口座 B 



既存サービスのオンライン化、 
リサーチ情報・コンテンツ等のデジタル化 
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2 3 

Nomura Data Bank 

ニュース・市況等 

専門家情報 
(リサーチ等) 

金融教育 

お客様 

有価証券 

相続 

不動産 

保険 

預金 

新サービス 

ローン 

税金・相続・法務 

高級品 
(美術品など) 

1 

3 

の順序でオンライン提供              

1 2 3 

既存サービスのオンライン化 リサーチ情報・コンテンツ等の 
デジタル化 

2 

一部提供済み 

オンラインで未提供 

未提供 

営業部門、ホールセール部門、 
アセット・マネジメント部門の知見 



アセット・マネジメント部門 

社内外の技術の活用 
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4 

社内の技術 

社内外の技術を活用し、新たな商品・サービスを広くお客様に提供 

外部の技術 

 資産運用先端技術研究室 
 ビッグデータ処理やAI等の先端技術を資産運用業務に応用  ベンチャー企業と協業し、アイデアを事業化 

 金融工学研究センター  
 AI技術とSNS等のビッグデータを用いた指標や予測指数の

開発 
 デジタル・オフィス 
 機関投資家向けにAI技術を用いた高品質なサービスを提供 

 既存の金融サービスの領域にとらわれないビジネスを創出 

 新技術の情報収集や協業を目的とした
ファンドの創設 

 豊富なユーザーを抱えるプラットフォーマー
との連携を模索 

 商品・サービスの拡充、供給事業者と連携を
模索 

ホールセール部門 

アクセラレーター・プログラム 

コーポレート・ベンチャー・キャピタル 

プラットフォーマー等との連携 
戦略子会社(N-Village) 
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お客様に選ばれる真のパートナー 

 
 「デジタル」の活用 

 
 「心地良い会話・優れた頭脳」の実現 

 

実現する要件 

最高の顧客体験の実現 

理想の金融機関とは 

最先端技術を活用した「デジタル・アドバイザー（DA）」を開発 

 「24時間・365日、困った時にそばにいて、疑問に答えてくれ、資産価値を最大化してくれる」 存在 



中長期的な取り組み：デジタル・アドバイザー 

8 

お客様 

24時間365日 
相談可能 

スマホ活用 / 人格マッチング 

お客様に最適なタイプを 
マッチングし、 

一番近くで悩みを 
聞き出し、ソリューションを提供 

Nomura Data Bank ニュース・市況等 

専門家情報 
(リサーチ等) 

金融教育 

税金・相続・法務 

AI オペレーター  

AIがオペレーターを支援しながら、お客様にサービスを提供 
↓ 

精度の高いQ&Aを蓄積し、チャットボット等のデジタルアドバイザーの進化を支援 

インテリジェント・オートメーション 

Digital Advisor 
質問 

回答 

蓄積された情報を 
速やか・適格に提供 

+ 
チャットボット 

営業部門、ホールセール部門、 
アセット・マネジメント部門の知見 

頭脳(コンテンツ) 



営業部門 

アセット・マネジメント部門 

ホールセール部門 

共創する未来 

従来 設立後 
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営業部門 

アセット・マネジメント部門 

 部門ごとに、情報・サービスを必要に応じて提供  各機能を未来共創カンパニーが融合し、グループ全体で   
スピード感を持って取り組む 

新分野 

未来共創カンパニー 

コンタクトセンター 顧客基盤 

対面で培った知見 情報・コンテンツ 

オンライン・デジタル技術 

ホールセール部門 

新分野 

コンタクトセンター 

オンライン・デジタル技術 

対面で培った知見 

情報・コンテンツ 

顧客基盤 



本資料は、当社が発行する有価証券の投資勧誘を目的として作成されたものではありません。売付または買付の勧誘は、それぞれの国・地域の
法令諸規則等に則って作成・配布される募集関連書類または目論見書に基づいて行われます。 

本資料に掲載されている情報や意見は、信頼できると考えられる情報源より取得したものですが、その情報の正確性および完全性を保証または約
束するものではありません。なお、本資料で使用するデータ及び表現等の欠落、誤謬、本情報の使用により引き起こされる損害等に対する責任は
負いかねますのでご了承ください。 

本資料のいかなる部分も一切の権利は野村ホールディングス株式会社に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であ
れ、当社の書面による承諾を得ずに複製または転送等を行わないようお願いいたします。 

本資料は、将来の予測等に関する情報（「将来予測」）を含む場合があり、また当社の経営陣は将来予測に関する発言を行うことがあります。これ
らの情報は、過去の事実ではなく、あくまで将来の事象に対する当社の予測にすぎず、その多くは本質的に不確実であり、当社が管理できないも
のであります。 実際の結果や財務状態は、これらの将来予測に示されたものとは、場合によっては著しく異なる可能性があります。したがって、将
来予測は、過度に信頼すべきではなく、不確実性やリスク要因をあわせて考慮する必要がある点にご留意ください。実際の結果に影響を与える可
能性がある重要なリスク要因として は、経済情勢、市場環境、政治的イベント、投資家のセンチメント、セカンダリー市場の流動性、金利の水準と
ボラティリティ 、為替レート、有価証券の評価、競争の条件と質、取引の回数とタイミング等が含まれるほか、当社ウェブサイト
（https://www.nomura.com）、EDINET（http://info.edinet-fsa.go.jp/）または米国証券取引委員会（SEC）ウェブサイト（http://www.sec.gov）に掲載
されている有価証券報告書等、SECに提出した様式20-F年次報告書等の当社の各種開示書類にもより詳細な記載がございますので、ご参照くだ
さい。 

なお、本資料の作成日以降に生じた事情により、将来予測に変更があった場合でも、当社は本資料を改訂する義務を負いかねますのでご了承くだ
さい。 

 本資料に含まれる連結財務情報は、監査対象外とされております。 

Disclaimer 
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